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                                                                                                                        別紙様式２ 

国立大学法人名古屋大学の中期目標・中期計画一覧表 
 

中期目標 中期計画 

（前文）大学の基本的な目標（学術憲章） 

 
名古屋大学は、基礎学術に立脚した基幹的総合大学としての役割と、そ

の歴史的・社会的使命を確認し、その学術活動の基本理念として「名古屋

大学学術憲章」を平成 12 年に定めた。この憲章を、大学の基本的な目標と

して以下に掲載する。 

 

名古屋大学は、自由闊達な学風の下、人間と社会と自然に関する研究と

教育を通じて、人々の幸福に貢献することを、その使命とする。とりわ

け、人間性と科学の調和的発展を目指し、人文科学、社会科学、自然科学

をともに視野に入れた高度な研究と教育を実践する。このために、以下の

基本目標および基本方針に基づく諸施策を実施し、基幹的総合大学として

の責務を持続的に果たす。 

 

【研究と教育の基本目標】 

(1) 名古屋大学は、創造的な研究活動によって真理を探究し、世界屈

指の知的成果を産み出す。 

(2) 名古屋大学は、自発性を重視する教育実践によって、論理的思考

力と想像力に富んだ勇気ある知識人を育てる。 

【社会的貢献の基本目標】 

(1) 名古屋大学は、先端的な学術研究と、国内外で指導的役割を果た

しうる人材の養成とを通じて、人類の福祉と文化の発展ならびに世界

の産業に貢献する。 

(2) 名古屋大学は、その立地する地域社会の特性を生かし、多面的な

学術研究活動を通じて地域の発展に貢献する。 

(3) 名古屋大学は、国際的な学術連携および留学生教育を進め、世界

とりわけアジア諸国との交流に貢献する。 
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【研究教育体制の基本方針】 

(1) 名古屋大学は、人文と社会と自然の諸現象を俯瞰的立場から研究

し、現代の諸課題に応え、人間性に立脚した新しい価値観や知識体系

を創出するための研究体制を整備し、充実させる。 

(2) 名古屋大学は、世界の知的伝統の中で培われた知的資産を正しく

継承し発展させる教育体制を整備し、高度で革新的な教育活動を推進

する。 

(3) 名古屋大学は、活発な情報発信と人的交流、および国内外の諸機

関との連携によって学術文化の国際的拠点を形成する。  

【大学運営の基本方針】 

(1) 名古屋大学は、構成員の自律性と自発性に基づく探究を常に支援

し、学問研究の自由を保障する。 

(2) 名古屋大学は、構成員が、研究と教育に関わる理念と目標および

運営原則の策定や実現に、それぞれの立場から参画することを求め

る。 

(3) 名古屋大学は、構成員の研究活動、教育実践ならびに管理運営に

関して、主体的に点検と評価を進めるとともに、他者からの批判的評

価を積極的に求め、開かれた大学を目指す。  

                                                 

 

◆ 中期目標の期間及び教育研究組織 

１ 中期目標の期間 
平成 22 年４月～平成 28 年３月 

  ２ 教育研究組織 

  この中期目標を達成するため、別表１に記載する学部、研究科及び

別表２に記載する共同利用・共同研究拠点、教育関係共同利用拠点を

置く。 

 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育に関する目標 

（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標 

Ｍ１ 長期的視点に立って、質の高い教養・学部専門・大学院教育を行

う。 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 教育に関する目標を達成するための措置  

（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置 

Ｋ１ 教養・学部専門教育を充実させる。 

Ｋ２ 大学院課程の教育体系を整備し、教育方法を改善する。 
Ｋ３ 留学生等の多様な学生への教育を整備する。 
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（２）教育の実施体制等に関する目標 

Ｍ２ 教育の実施体制・方法を継続的に自己点検し、教育の質を高め

る。 

 

 

（３）学生への支援に関する目標 

Ｍ３ 自律的な学習と生活を支援する環境を充実させる。 

 

（２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

Ｋ４ 全学教育体制を維持し、教養教育院の機能を充実させる。 

Ｋ５ 教育の実施体制・方法・結果を点検し、改善に活かす。 

Ｋ６ 学術的・社会的役割の観点から教育組織を見直し、アジア地域を中心とした海

外拠点等を整備する。 

 

（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

Ｋ７ 学生への経済的援助や課外活動支援を行う。 

Ｋ８ 学習・進学・就職・心身の健康管理を支援する体制を整備する。 

Ｋ９ 支援を必要とする学生へのサポートを充実させる。 

２ 研究に関する目標 

（１）研究水準、成果及び実施体制等に関する目標 

Ｍ４ 本学の「研究推進計画」に基づき、国際水準の研究を推進する。 

 

２ 研究に関する目標を達成するための措置 

（１）研究水準、成果及び実施体制等に関する目標を達成するための措置 

Ｋ10 「世界トップレベル研究拠点プログラム」や「国際科学イノベーション拠点整

備事業」等の推進により中核的研究拠点を形成する。 

Ｋ11 若手研究者を育成するための環境を整備する。 

Ｋ12 共同利用・共同研究拠点を含む研究所・センター等の機能と活動を充実させ

る。 

Ｋ13 質の高い学術成果を社会に発信する。 
３ その他の目標 

（１）社会との連携や社会貢献に関する目標 

Ｍ５ 社会・産業界・行政・他大学等との連携を通じて、社会に貢献す

る。 

 

 

（２）国際化に関する目標 

Ｍ６ 研究・教育・業務運営における国際化を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

３ その他の目標を達成するための措置 

（１）社会との連携や社会貢献に関する目標を達成するための措置 

Ｋ14 様々な組織と協力し、教育・文化・福祉・安全の向上に貢献する。 

Ｋ15 産学官連携を推進し、社会に貢献する。 

Ｋ16 卒業生・修了生のコミュニティを通じ、社会との連携を深める。 

 

（２）国際化に関する目標を達成するための措置 

Ｋ17 国際プログラム群を設けること等により留学生の比率を 10％以上に増やす、ま

た、アデレード大学等との国際共同学位プログラムを展開するなど、国際化に対

応した教育プログラムを充実させる。 

    海外拠点等を活用し、愛知教育大学、三重大学等と連携してグローバル人材

の育成に取り組む。 

Ｋ18 グローバルな視点で学術活動・国際協力を進める。特に「名古屋大学アジアキ

ャンパス」等を活用し、法整備や医療行政等に携わる各国の国家中枢人材等を対

象とした博士課程教育プログラムの平成 26 年度導入に向けた体制整備や制度設
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Ｍ６－２ 「大学改革」と「国際化」を全学的に実行することで国際通

用性を高め、国際競争力を強化するとともに、世界的に魅力的なトッ

プレベルの教育研究を行い、世界大学ランキングトップ 100 を目指す

ための取組を進める。 

 

 

 

（３）学術の基盤に関する目標 

Ｍ７ 知の連携・継承・創造の礎となる学術基盤を充実させる。 

 

 

（４）附属病院に関する目標 

Ｍ８ 良質で安全な医療を提供する。 

 

 

 

 

 

 

Ｍ９ 臨床研究を通して社会に貢献する。 

 

 

 

（５）附属学校に関する目標 

Ｍ10 附属学校の教育実践の質を高め、中高大連携を進める。 

 

計・構築を行う。 

Ｋ19 留学生・外国人研究者向け学内文書の日英併記化等により、業務運営における

国際化を進める。 

 

Ｋ19-2 スーパーグローバル大学創成支援「２１世紀、Sustainable な世界を構築す

るアジアのハブ大学」事業の目標達成に向け、豪・アデレード大学とのジョイン

ト・ディグリー・プログラム新設、単位認定可能なプログラムの充実による海外

への留学者数２割増（対 25 年度比）、サテライトキャンパス（ベトナム・モン

ゴル・カンボジア）における教育活動の展開及び新たなサテライトキャンパス

（ウズベキスタン・ラオス等）設置等の取組を進める。 

 

（３）学術の基盤に関する目標を達成するための措置 

Ｋ20 情報セキュリティを確保した学術情報基盤・サービスを充実させる。 

Ｋ21 附属図書館・博物館の機能と活動を充実させる。 

 

（４）附属病院に関する目標を達成するための措置 

Ｋ22 診療過程の標準化を進め、医療の質を維持・向上させる。 

Ｋ23 多様なキャリアパスに対応できる研修プログラムやセミナー等により、種々の

専門領域の医療人育成に取り組む。 

Ｋ24 在宅医療支援ネットワークの構築等により、地域医療の連携体制を強化する。 

Ｋ25 IT 化の推進や集中治療室の増床等により、高度で先端的な医療を行う基盤を整

備する。 

 

Ｋ26 次世代の臨床研究を進める。 

Ｋ27 先端医療・臨床研究支援センターを中心に臨床研究コーディネーター、専門看

護師、専門薬剤師等を育成し、臨床研究を支える人的基盤を整備する。 

 

（５）附属学校に関する目標を達成するための措置 

Ｋ28 教育プログラムや教材の開発を進める。 

Ｋ29 附属学校と学部・研究科等との連携を進める。 
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

１ 組織運営の改善に関する目標 

Ｍ11 組織運営システムの機能強化を図る。 

 

 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 

Ｋ30 意思決定の機動性を高めるために、体制を継続的に見直す。 

Ｋ31 教員の一定数を特別枠として確保し、全学的見地から戦略的に活用する。 

Ｋ32 学内組織を継続的に見直す。 
  学長のリーダーシップの下で、教育研究組織の再編成や学内資源の再配分等を

戦略的・重点的に行う。 

    教育研究組織の再編成等を見据え、産業集積地に位置する研究大学としての

教育組織の充実・強化に向けた調査を行う。 
40 歳未満の優秀な若手教員の活躍の場を全学的に拡大するため、若手教員の

雇用に関する計画に基づき、退職金に係る運営費交付金の積算対象となる教員

（いわゆる承継枠）とするべく若手教員の雇用（22 名）を促進する。 

Ｋ33 国内外の多様な人材を活用する。 
   多様な人材を確保するため、人事・給与システムの弾力化に取り組む。特に、

適切な業績評価体制を整備し、年俸制を導入・促進する。 
アジア・サテライトキャンパスの設置、ジョイントディグリー制度の導入等

を進め、優れた外国人教員の雇用を組織的・戦略的に推進し、外国人教員数の

増を図る。 
２ 事務等の効率化・合理化に関する目標 

Ｍ12 事務等の効率化・合理化を図る。 

 

２ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

Ｋ34 職務能力開発・向上に取り組む。  

Ｋ35 業務の点検・見直し・改善を行う。 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 

１ 外部資金、寄附金その他の自己収入に関する目標 

Ｍ13 安定した財務基盤を維持する。 

 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 外部資金、寄附金その他の自己収入に関する目標を達成するための措置 

Ｋ36 研究推進や産学官連携の担当部署による研究支援を強化し、外部研究資金を獲

得する。 

Ｋ37 寄附金収入を確保するための多様な取組を行う。 
Ｋ38 病床再編や集中治療室の増床等により、病院機能を充実させ、収入確保に取り

組む。 
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２ 経費の抑制に関する目標 

Ｍ14 「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する

法律」（平成 18 年法律第 47 号）に基づき、平成 18 年度以降の５

年間において国家公務員に準じた人件費削減を行う。更に、「経済

財政運営と構造改革に関する基本方針 2006」（平成 18 年７月７日

閣議決定）に基づき、国家公務員の改革を踏まえ、人件費改革を平

成 23 年度まで継続する。また、経費の抑制に努める。 

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

Ｋ39 「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成

18 年法律第 47 号）に基づき、国家公務員に準じた人件費改革に取り組み、平成

18 年度からの５年間において、△５％以上の人件費削減を行う。更に、「経済財

政運営と構造改革に関する基本方針 2006」（平成 18 年７月７日閣議決定）に基

づき、国家公務員の改革を踏まえ、人件費改革を平成 23 年度まで継続する。 

Ｋ40 業務の見直し等により経費を抑制する。 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標 

Ｍ15 効率的に資産を運用する。 

 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

Ｋ41 資金の安全かつ効率的な運用を進める。 

Ｋ42 学内資産を有効活用する。 

Ｋ43 学内施設管理の効率化を進める。 

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 

 

１ 自己点検・評価に関する目標 

Ｍ16 自己点検・評価を適切に実施し、評価結果を改善に活用する。 

 

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにとる

べき措置 

１ 自己点検・評価に関する目標を達成するための措置 

Ｋ44 自己点検・評価を継続的に実施する。 

Ｋ45 自己点検・評価システムを点検し、必要な改善を行う。 

Ｋ46 部局評価を実施し、運営に活かす。 

２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標 

Ｍ17 教育・研究活動等を積極的に発信し、説明責任を果たす。 

 

２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置 

Ｋ47 多様なメディアを活用し、教育・研究活動等を迅速に情報発信する。 

Ｋ48 自己点検・評価等に関する情報発信を進める。 

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標  

１ 施設・設備の整備等に関する目標 

Ｍ18 「名古屋大学キャンパスマスタープラン大綱」に基づき、環境に

配慮したキャンパス整備を進める。 

 

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置  

１ 施設・設備の整備等に関する目標を達成するための措置 

Ｋ49 次期キャンパスマスタープランを作成し、施設設備の計画的更新等により、教

育研究環境を整備する。 

Ｋ50 環境保全と省エネルギー設備の整備等を進める。 

２ 安全管理に関する目標 

Ｍ19 安全なキャンパスづくりを進める。 

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

Ｋ51 安全性の高い学内環境を整備する。 

Ｋ52 防災・災害対策を進める。 

３ 法令遵守に関する目標 

Ｍ20 法令を遵守し、適正な業務の遂行に努める。 

 

３ 法令遵守に関する目標を達成するための措置 

Ｋ53 法令遵守に関する啓発活動と、情報セキュリティに関する対策を行う。 

Ｋ54 法令遵守の状況を定期的に点検する。 
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 Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 
  別紙参照 

 Ⅶ 短期借入金の限度額 
１ 短期借入金の限度額 
  86 億円 

 ２ 想定される理由 

 運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費とし

て借り入れることが想定されるため。 

 Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 
１ 重要な財産を譲渡する計画 

・ 木曽福島山の家の土地及び建物の全部（長野県木曽郡木曽町福島 55-2）を譲渡す

る。 

・ 生命農学研究科附属フィールド科学教育研究センターの土地の一部（愛知県北設

楽郡設楽町東納庫字向山 6-1 169.91 ㎡）を譲渡する。 

・ 蓼科宿泊施設（高原気候医学研究所）の跡地の全部（長野県茅野市北山 4035 番

31 外１ 4,474.92 ㎡）を譲渡する。 

・ 佐久島観測所（全学共用教育研究施設）の跡地の全部（愛知県西尾市一色町佐久

島掛梨 49-4 985.39 ㎡）を譲渡する。 

・ 豊川団地（太陽地球環境研究所･豊川分室）の土地の一部（愛知県豊川市穂ノ原 3

丁目 13 番地 約 95,000.00 ㎡）を譲渡する。 

 ２ 重要な財産を担保に供する計画 

  附属病院の施設・設備に必要となる経費の長期借入れに伴い、本学の土地及び建物

を担保に供する。  

 Ⅸ 剰余金の使途 

  決算において剰余金が発生した場合は、教育・研究・診療の質の向上及び組織運営

の改善に充てる。  
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 Ⅹ その他 

１ 施設・設備に関する計画 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財   源 

・総合研究棟（理・農学系） 

・第一体育館改修 

・農学部講義棟改修 

・総合周産期母子センター改修 

・附属病院中央診療棟（MICU）

改修 

・小規模改修 他 

総額 4,802 施設整備費補助金 

    （ 3,446） 

船舶建造費補助金 

    （    0） 

長期借入金 

       （   582） 

国立大学財務・経営

センター施設費交付

金 

    （  534） 

目的積立金 

    （  240） 

（注１） 金額については見込みであり、中期目標を達成するために必要な業務の実

施状況等を勘案した施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の

改修等が追加されることもあり得る。 

（注２） 小規模改修について平成 22 年度以降は平成 21 年度同額として試算してい

る。 

     なお、各事業年度の施設整備費補助金、船舶建造費補助金、国立大学財務

・経営センター施設費交付金、長期借入金については、事業の進展等により

所要額の変動が予想されるため、具体的な額については、各事業年度の予算

編成過程等において決定される。 

 

 ２ 人事に関する計画 

１．教員の一定数を特別枠として確保し、全学的見地から戦略的に活用する。 

２．国内外の多様な人材を活用する。 

３．職務能力開発・向上に取り組む。 

 （参考）中期目標期間中総額 214,939 百万円を支出する。（退職手当は除く。） 
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 ３ 中期目標期間を超える債務負担 

（長期借入金） 
                             （単位：百万円） 

年度 

 

財源 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 

中期目

標期間

小計 

次期以

降償還

額 

総債務

償還額 

長期借入金

償還金（国

立大学財務

・経営セン

ター） 

3,863 3,827 3,824 3,896 4,060 4,075 23,545 26,415 49,960 

（注） 金額については、見込みであり、業務の実施状況等により変更されることもあ

る。 

 ４ 積立金の使途 

前中期目標期間繰越積立金については、次の事業の財源に充てる。 

① 附属病院中央診療棟（MICU）改修事業に係る施設設備整備費の一部 
② その他教育、研究、診療、施設整備に係る業務及びその他附帯業務 
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（別紙）予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

 

１．予算 

        平成 22 年度～平成 27 年度 予算 

                       （単位：百万円）  

区  分 金  額  

収入 

 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

船舶建造費補助金 

国立大学財務・経営センター施設費交付金 

自己収入 

授業料及び入学料検定料収入 

附属病院収入 

財産処分収入 

雑収入 

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 

長期借入金収入 

 

 

計 

 

【198,904】 

205,633 

3,446 

0 

534 

214,917 

56,571 

156,026 

  0 

2,320 

65,125 

582 

 

【483,508】 

490,237  

 

【暫定】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【暫定】 

支出 

 

業務費 

 

教育研究経費 

診療経費 

施設整備費 

船舶建造費 

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 

長期借入金償還金 

 

【385,234】 

391,963 

【249,277】 

256,006 

135,957 

4,562 

0 

65,125 

28,587 

 

【暫定】 

 

【暫定】 
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計 

 

【483,508】 

490,237 

 

【暫定】 

［人件費の見積り］ 

 中期目標期間中総額 214,939 百万円を支出する。（退職手当は除く。） 

 注）人件費の見積りについては、平成 23 年度以降は平成 22 年度の人件費見積り額

を踏まえ試算している。 

 注）退職手当については、国立大学法人名古屋大学退職手当規程に基づいて支給す

ることとするが、運営費交付金として交付される金額については、各事業年度の

予算編成過程において国家公務員退職手当法に準じて算定される。 

 注）組織設置に伴う学年進行の影響は考慮していない。 

［運営費交付金の算定方法］ 

○ 毎事業年度に交付する運営費交付金は、以下の事業区分に基づき、それぞれに対応

した数式により算定して決定する。 

Ⅰ〔一般運営費交付金対象事業費〕 

 ①「教育研究等基幹経費」：以下の事項にかかる金額の総額。Ｅ（ｙ－１）は直前

の事業年度におけるＥ（ｙ）。 

  ・ 学部・大学院の教育研究に必要な教職員のうち、設置基準に基づく教員にか

かる給与費相当額及び教育研究経費相当額。 

  ・ 附属学校の教育研究に必要な教職員のうち、標準法に基づく教員にかかる給

与費相当額。 

 ②「その他教育研究経費」：以下の事項にかかる金額の総額。Ｆ（ｙ－１）は直前

の事業年度におけるＦ（ｙ）。 

  ・ 学部・大学院及び附属学校の教育研究に必要な教職員（①にかかる者を除

く。）の人件費相当額及び教育研究経費。 

  ・ 附属病院の教育研究診療活動に必要となる教職員の人件費相当額及び教育研

究診療経費。 

  ・ 附置研究所及び附属施設等の運営に必要となる教職員の人件費相当額及び事

業経費。 

  ・ 法人の管理運営に必要な職員（役員を含む）の人件費相当額及び管理運営経

費。 

  ・ 教育研究等を実施するための基盤となる施設の維持保全に必要となる経費。 
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  〔一般運営費交付金対象収入〕 

 ③「基準学生納付金収入」：当該事業年度における入学定員数に入学料標準額を乗

じた額及び収容定員数に授業料標準額を乗じた額の総額。（平成 22 年度入学料免

除率で算出される免除相当額及び平成 22 年度授業料免除率で算出される免除相当

額については除外。） 

 ④「その他収入」：検定料収入、入学料収入（入学定員超過分等）、授業料収入（収

容定員超過分等）及び雑収入。平成 22 年度予算額を基準とし、第２期中期目標期間

中は同額。 

Ⅱ〔特別運営費交付金対象事業費〕 

  ⑤「特別経費」：特別経費として、当該事業年度において措置する経費。 

Ⅲ〔特殊要因運営費交付金対象事業費〕 

 ⑥「特殊要因経費」：特殊要因経費として、当該事業年度において措置する経費。 

Ⅳ〔附属病院運営費交付金対象事業費〕 

 ⑦「一般診療経費」：当該事業年度において附属病院の一般診療活動に必要となる

人件費相当額及び診療行為を行う上で必要となる経費の総額。Ｊ（ｙ－１）は直

前の事業年度におけるＪ（ｙ）。 

 ⑧「債務償還経費」：債務償還経費として、当該事業年度において措置する経費。 

 〔附属病院運営費交付金対象収入〕                                     

 ⑨「附属病院収入」：当該事業年度において附属病院における診療行為によって得

られる収入。Ｌ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＬ（ｙ）。 
 

運営費交付金 ＝ Ａ（ｙ）＋ Ｂ（ｙ）＋ Ｃ（ｙ）＋ Ｄ（ｙ） 
 

１．毎事業年度の一般運営費交付金は、以下の数式により算定する。 

  Ａ（ｙ）＝ Ｅ（ｙ）＋ Ｆ（ｙ）－ Ｇ（ｙ） 
 

 （１）Ｅ（ｙ）＝ Ｅ（ｙ－１）× β（係数） 

 （２）Ｆ（ｙ）＝｛Ｆ（ｙ－１）× α（係数）｝× β（係数）± Ｓ（ｙ）± Ｔ

（ｙ）± Ｕ（ｙ） 

 （３）Ｇ（ｙ）＝ Ｇ（ｙ） 

--------------------------------------------------------------------------- 

  Ｅ（ｙ）：教育研究等基幹経費（①）を対象。 

  Ｆ（ｙ）：その他教育研究経費（②）を対象。 

  Ｇ（ｙ）：基準学生納付金収入（③）、その他収入（④）を対象。 
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  Ｓ（ｙ）：政策課題等対応補正額。 

新たな政策課題等に対応するための補正額。各事業年度の予算編成過程

において当該事業年度における具体的な額を決定する。 

  Ｔ（ｙ）：教育研究組織調整額。 

学部・大学院等の組織整備に対応するための調整額。 

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整

額を決定する。 

  Ｕ（ｙ）：施設面積調整額。 

施設の経年別保有面積の変動に対応するための調整額。 

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整

額を決定する。 

２．毎事業年度の特別運営費交付金は、以下の数式により算定する。 

  Ｂ（ｙ）＝ Ｈ（ｙ） 

--------------------------------------------------------------------------- 

  Ｈ（ｙ）：特別経費（⑤）を対象。なお、本経費には新たな政策課題等に対応す

るために必要となる経費を含み、当該経費は各事業年度の予算編成過

程において当該事業年度における具体的な額を決定する。 

３．毎事業年度の特殊要因運営費交付金は、以下の数式により算定する。 

  Ｃ（ｙ）＝ Ｉ（ｙ） 
--------------------------------------------------------------------------- 

    Ｉ（ｙ）：特殊要因経費（⑥）を対象。なお、本経費には新たな政策課題等に対応

するために必要となる経費を含み、当該経費は各事業年度の予算編成過

程において当該事業年度における具体的な額を決定する。 

４．毎事業年度の附属病院運営費交付金は、以下の数式により算定する。 

  Ｄ（ｙ）＝｛Ｊ（ｙ）＋ Ｋ（ｙ）｝－ Ｌ（ｙ） 
 

 （１）Ｊ（ｙ）＝ Ｊ（ｙ－１）± Ｖ（ｙ） 

 （２）Ｋ（ｙ）＝ Ｋ（ｙ） 

 （３）Ｌ（ｙ）＝ Ｌ（ｙ－１）± Ｗ（ｙ） 
--------------------------------------------------------------------------- 

  Ｊ（ｙ）：一般診療経費（⑦）を対象。 

  Ｋ（ｙ）：債務償還経費（⑧）を対象。 

  Ｌ（ｙ）：附属病院収入（⑨）を対象。 
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   Ｖ（ｙ）：一般診療経費調整額。 

直近の決算結果等を当該年度の一般診療経費の額に反映させるための調

整額。各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的

な調整額を決定する。 

    Ｗ（ｙ）：附属病院収入調整額。 

直近の決算結果等を当該年度の附属病院収入の額に反映させるための

調整額。各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具

体的な調整額を決定する。 

【諸係数】 

α（アルファ）：大学改革促進係数。 【暫定】 

第２期中期目標期間中に各国立大学法人における組織改編や既存事業

の見直し等を通じた大学改革を促進するための係数。 

現時点では確定していないため、便宜上平成 22 年度予算編成時と同

様の考え方で△1.8％とする。 

なお、平成 23 年度以降については、今後の予算編成過程において具

体的な係数値を決定する。 

β（ベータ）：教育研究政策係数。 

物価動向等の社会経済情勢等及び教育研究上の必要性を総合的に勘案

して必要に応じ運用するための係数。 

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な係

数値を決定する。 

注）中期計画における運営費交付金は上記算定方法に基づき、一定の仮定の下に試算

されたものであり、各事業年度の運営費交付金については、予算編成過程において

決定される。 

なお、「特別運営費交付金」及び「特殊要因運営費交付金」については、平成 23

年度以降は平成 22 年度と同額として試算しているが、教育研究の進展等により所要

額の変動が予想されるため、具体的な額については、各事業年度の予算編成過程に

おいて決定される。 

注）施設整備費補助金、国立大学財務・経営センター施設費交付金及び長期借入金収

入は、「施設・設備に関する計画」に記載した額を計上している。 

注）自己収入並びに産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、平成 22 年度の

受入見込額により試算した収入予定額を計上している。 
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 注）産学連携等研究収入及び寄附金収入等は、版権及び特許権等収入を含む。 

注）業務費、施設整備費については、中期目標期間中の事業計画に基づき試算した支

出予定額を計上している。 

注）産学連携等研究経費及び寄附金事業費等は、産学連携等研究収入及び寄附金収入

等により行われる事業経費を計上している。 

注）長期借入金償還金については、変動要素が大きいため、平成 22 年度の償還見込額

により試算した支出予定額を計上している。 

注）上記算定方法に基づく試算においては、「教育研究政策係数」は１とし、「政策課

題等対応補正額」、「教育研究組織調整額」、「施設面積調整額」、「一般診療経費

調整額」及び「附属病院収入調整額」については、０として試算している。 

 

 

２．収支計画 

      平成 22 年度～平成 27 年度 収支計画 

                     （単位：百万円） 

区  分 金  額  

 

費用の部 

 

経常費用 

 

業務費 

 

教育研究経費 

診療経費 

受託研究費等 

役員人件費 

教員人件費 

職員人件費 

一般管理費 

財務費用 

雑損 

減価償却費 

臨時損失 

【473,278】 

480,007 

【473,278】 

480,007 

【402,445】 

409,174 

【47,410】 

54,139 

75,567 

47,661 

1,030 

138,349 

92,428 

13,927 

5,410 

0 

51,496 

0 

【暫定】 

 

【暫定】 

 

【暫定】 

 

【暫定】 
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収入の部 

 

経常収益 

 

運営費交付金収益 

授業料収益 

入学金収益 

検定料収益 

附属病院収益 

受託研究等収益 

寄附金収益 

財務収益 

雑益 

資産見返負債戻入 

臨時利益 

純利益 

総利益 

 

【479,580】 

486,309 

【479,580】 

486,309 

【192,609】 

199,338 

47,753 

7,381 

1,437 

156,026 

47,661 

16,102 

806 

1,515 

8,290 

0 

6,302 

6,302 

 

【暫定】 

 

【暫定】 

 

【暫定】 

注）受託研究費等は、受託事業費、共同研究費及び共同事業費を含む。 

注）受託研究等収益は、受託事業収益、共同研究収益及び共同事業収益を含む。 

注）純利益及び総利益には、附属病院における借入金返済額（建物、診療機器等の

整備のための借入金）が、対応する固定資産の減価償却費よりも大きいため発生

する会計上の観念的な利益を計上している。 
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３．資金計画 

       平成 22 年度～平成 27 年度 資金計画 

                      （単位：百万円） 

区  分 金  額  

 

資金支出 

 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

次期中期目標期間への繰越金 

 

 

資金収入 

 

業務活動による収入 

 

運営費交付金による収入 

授業料及び入学料検定料による収入 

附属病院収入 

受託研究等収入 

寄附金収入 

その他の収入 

投資活動による収入 

施設費による収入 

その他の収入 

財務活動による収入 

前中期目標期間よりの繰越金 

【494,095】 

500,824 

【428,272】 

435,001 

26,649 

28,587 

10,587 

 

【494,095】 

500,824 

【478,946】 

485,675 

【198,904】 

205,633 

56,571 

156,026 

47,661 

17,033 

2,751 

3,980 

3,980 

0 

582 

10,587 

【暫定】 

 

【暫定】 

 

 

 

 

 

【暫定】 

 

【暫定】 

 

【暫定】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）施設費による収入には、独立行政法人国立大学財務・経営センターにおける施設

費交付事業にかかる交付金を含む。 
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別表１（学部、研究科） 

学

部 

文学部 

教育学部 

法学部 

経済学部 

情報文化学部 

理学部 

医学部 

工学部 

農学部 

研

究

科 

文学研究科 

教育発達科学研究科 

法学研究科 

経済学研究科 

理学研究科 

医学系研究科 

工学研究科 

生命農学研究科 

国際開発研究科 

多元数理科学研究科 

国際言語文化研究科 

環境学研究科 

情報科学研究科 

創薬科学研究科 

 

別表２（共同利用・共同研究拠点、教育関係共同利用拠点） 

太陽地球環境研究所 

地球水循環研究センター 

情報基盤センター 

先端マリンバイオロジー教育共同利用拠点（名古屋大学大学院理学

研究科附属臨海実験所） 
 

別表（収容定員） 

平

成

22

年

度 

文学部        ５２０人 

教育学部       ２８０人 

法学部        ６２０人 

経済学部       ８４０人 

情報文化学部     ３２０人 

理学部      １，０８０人 

医学部      １，４６８人 

（うち 医師養成に係る分野 ６１０人） 

工学部      ２，９６０人 

農学部        ６８０人 
文学研究科      ２１０人 

            うち 博士課程（前期）   １２０人 

博士課程（後期）    ９０人 

教育発達科学研究科  ２０１人 

            うち 博士課程（前期）   １０８人 

博士課程（後期）    ９３人 

法学研究科      ３５１人 

            うち 博士課程（前期）    ７０人 

博士課程（後期）    ５１人 

専門職学位課程    ２３０人 

経済学研究科     １５４人 

            うち 博士課程（前期）    ８８人 

博士課程（後期）    ６６人 

理学研究科      ５４８人 

            うち 博士課程（前期）   ３２９人 

博士課程（後期）   ２１９人 

医学系研究科     ８４１人 

            うち 修士課程        ５０人 

博士課程（前期）    ９６人 

博士課程（後期）    ５１人 

博士一貫課程     ６４４人 
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平

成

22

年

度 

 

工学研究科    １，４３５人 

            うち 博士課程（前期） １，０００人 

博士課程（後期）   ４３５人 

生命農学研究科    ４２５人 

            うち 博士課程（前期）   ２６６人 

博士課程（後期）   １５９人 
国際開発研究科    ２２４人 

            うち 博士課程（前期）   １２８人 

博士課程（後期）    ９６人 

多元数理科学研究科  １８４人 

            うち 博士課程（前期）    ９４人 

博士課程（後期）    ９０人 

国際言語文化研究科  １６８人 

            うち 博士課程（前期）    ９６人 

博士課程（後期）    ７２人 

環境学研究科     ４６６人 

            うち 博士課程（前期）   ２７４人 

博士課程（後期）   １９２人 

情報科学研究科    ３７０人 

            うち 博士課程（前期）   ２５２人 

博士課程（後期）   １１８人 
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 別表（収容定員） 

平

成

23

年

度 

文学部        ５２０人 

教育学部       ２８０人 

法学部        ６２０人 

経済学部       ８４０人 

情報文化学部     ３２０人 

理学部      １，０８０人 

医学部      １，４８０人 

（うち 医師養成に係る分野 ６２２人） 

工学部      ２，９６０人 

農学部        ６８０人 
文学研究科      ２１０人 

            うち 博士課程（前期）   １２０人 

博士課程（後期）    ９０人 

教育発達科学研究科  ２０１人 

            うち 博士課程（前期）   １０８人 

博士課程（後期）    ９３人 

法学研究科      ３４１人 

            うち 博士課程（前期）    ７０人 

博士課程（後期）    ５１人 

専門職学位課程    ２２０人 

経済学研究科     １５４人 

            うち 博士課程（前期）    ８８人 

博士課程（後期）    ６６人 

理学研究科      ５６９人 

            うち 博士課程（前期）   ３５０人 

博士課程（後期）   ２１９人 

医学系研究科     ８４１人 

            うち 修士課程        ５０人 

博士課程（前期）    ９６人 

博士課程（後期）    ５１人 

博士一貫課程     ６４４人 
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平

成

23

年

度 

 

工学研究科    １，４３５人 

            うち 博士課程（前期） １，０００人 

博士課程（後期）   ４３５人 

生命農学研究科    ４３７人 

            うち 博士課程（前期）   ２９０人 

博士課程（後期）   １４７人 
国際開発研究科    ２２４人 

            うち 博士課程（前期）   １２８人 

博士課程（後期）    ９６人 

多元数理科学研究科  １８４人 

            うち 博士課程（前期）    ９４人 

博士課程（後期）    ９０人 

国際言語文化研究科  １６８人 

            うち 博士課程（前期）    ９６人 

博士課程（後期）    ７２人 

環境学研究科     ４６６人 

            うち 博士課程（前期）   ２７４人 

博士課程（後期）   １９２人 

情報科学研究科    ３５７人 

            うち 博士課程（前期）   ２５２人 

博士課程（後期）   １０５人 
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 別表（収容定員） 

平

成

24

年

度 

文学部        ５２０人 

教育学部       ２８０人 

法学部        ６２０人 

経済学部       ８４０人 

情報文化学部     ３２０人 

理学部      １，０８０人 

医学部      １，４９２人 

（うち 医師養成に係る分野 ６３４人） 

工学部      ２，９６０人 

農学部        ６８０人 
文学研究科      ２１０人 

            うち 博士課程（前期）   １２０人 

博士課程（後期）    ９０人 

教育発達科学研究科  ２０１人 

            うち 博士課程（前期）   １０８人 

博士課程（後期）    ９３人 

法学研究科      ３３１人 

            うち 博士課程（前期）    ７０人 

博士課程（後期）    ５１人 

専門職学位課程    ２１０人 

経済学研究科     １５４人 

            うち 博士課程（前期）    ８８人 

博士課程（後期）    ６６人 

理学研究科      ５６５人 

            うち 博士課程（前期）   ３４６人 

博士課程（後期）   ２１９人 

医学系研究科     ８４１人 

            うち 修士課程        ５０人 

博士課程（前期）    ９６人 

博士課程（後期）    ５１人 

博士一貫課程     ６４４人 
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平

成

24

年

度 

 

工学研究科    １，４３０人 

            うち 博士課程（前期）   ９９５人 

博士課程（後期）   ４３５人 

生命農学研究科    ４１９人 

            うち 博士課程（前期）   ２８４人 

博士課程（後期）   １３５人 
国際開発研究科    ２２４人 

            うち 博士課程（前期）   １２８人 

博士課程（後期）    ９６人 

多元数理科学研究科  １８４人 

            うち 博士課程（前期）    ９４人 

博士課程（後期）    ９０人 

国際言語文化研究科  １６８人 

            うち 博士課程（前期）    ９６人 

博士課程（後期）    ７２人 

環境学研究科     ４６６人 

            うち 博士課程（前期）   ２７４人 

博士課程（後期）   １９２人 

情報科学研究科    ３５７人 

            うち 博士課程（前期）   ２５２人 

博士課程（後期）   １０５人 

創薬科学研究科     ２７人 

              うち 修士課程        ２７人 
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 別表（収容定員） 

平

成

25

年

度 

文学部        ５２０人 

教育学部       ２８０人 

法学部        ６２０人 

経済学部       ８４０人 

情報文化学部     ３２０人 

理学部      １，０８０人 

医学部      １，５０４人 

（うち 医師養成に係る分野 ６４６人） 

工学部      ２，９６０人 

農学部        ６８０人 
文学研究科      ２１０人 

            うち 博士課程（前期）   １２０人 

博士課程（後期）    ９０人 

教育発達科学研究科  ２０１人 

            うち 博士課程（前期）   １０８人 

博士課程（後期）    ９３人 

法学研究科      ３３１人 

            うち 博士課程（前期）    ７０人 

博士課程（後期）    ５１人 

専門職学位課程    ２１０人 

経済学研究科     １５４人 

            うち 博士課程（前期）    ８８人 

博士課程（後期）    ６６人 

理学研究科      ５６１人 

            うち 博士課程（前期）   ３４２人 

博士課程（後期）   ２１９人 

医学系研究科     ８４１人 

            うち 修士課程        ５０人 

博士課程（前期）    ９６人 

博士課程（後期）    ５１人 

博士一貫課程     ６４４人 
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平

成

25

年

度 

 

工学研究科    １，４２５人 

            うち 博士課程（前期）   ９９０人 

博士課程（後期）   ４３５人 

生命農学研究科    ４１３人 

            うち 博士課程（前期）   ２７８人 

博士課程（後期）   １３５人 
国際開発研究科    ２２４人 

            うち 博士課程（前期）   １２８人 

博士課程（後期）    ９６人 

多元数理科学研究科  １８４人 

            うち 博士課程（前期）    ９４人 

博士課程（後期）    ９０人 

国際言語文化研究科  １６８人 

            うち 博士課程（前期）    ９６人 

博士課程（後期）    ７２人 

環境学研究科     ４６６人 

            うち 博士課程（前期）   ２７４人 

博士課程（後期）   １９２人 

情報科学研究科    ３５７人 

            うち 博士課程（前期）   ２５２人 

博士課程（後期）   １０５人 

創薬科学研究科     ５４人 

              うち 修士課程        ５４人 
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 別表（収容定員） 

平

成

26

年

度 

文学部        ５２０人 

教育学部       ２８０人 

法学部        ６２０人 

経済学部       ８４０人 

情報文化学部     ３２０人 

理学部      １，０８０人 

医学部      １，５１６人 

（うち 医師養成に係る分野 ６５８人） 

工学部      ２，９６０人 

農学部        ６８０人 
文学研究科      ２１０人 

            うち 博士課程（前期）   １２０人 

博士課程（後期）    ９０人 

教育発達科学研究科  ２０１人 

            うち 博士課程（前期）   １０８人 

博士課程（後期）    ９３人 

法学研究科      ３３１人 

            うち 博士課程（前期）    ７０人 

博士課程（後期）    ５１人 

専門職学位課程    ２１０人 

経済学研究科     １５４人 

            うち 博士課程（前期）    ８８人 

博士課程（後期）    ６６人 

理学研究科      ５６０人 

            うち 博士課程（前期）   ３４２人 

博士課程（後期）   ２１８人 

医学系研究科     ８４１人 

            うち 修士課程        ５０人 

博士課程（前期）    ９６人 

博士課程（後期）    ５１人 

博士一貫課程     ６４４人 
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平

成

26

年

度 

 

工学研究科    １，４２３人 

            うち 博士課程（前期）   ９９０人 

博士課程（後期）   ４３３人 

生命農学研究科    ４１０人 

            うち 博士課程（前期）   ２７８人 

博士課程（後期）   １３２人 
国際開発研究科    ２２４人 

            うち 博士課程（前期）   １２８人 

博士課程（後期）    ９６人 

多元数理科学研究科  １８４人 

            うち 博士課程（前期）    ９４人 

博士課程（後期）    ９０人 

国際言語文化研究科  １６８人 

            うち 博士課程（前期）    ９６人 

博士課程（後期）    ７２人 

環境学研究科     ４６６人 

            うち 博士課程（前期）   ２７４人 

博士課程（後期）   １９２人 

情報科学研究科    ３５７人 

            うち 博士課程（前期）   ２５２人 

博士課程（後期）   １０５人 

創薬科学研究科     ６４人 

              うち博士課程（前期）     ５４人 

                            博士課程（後期）         １０人 
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 別表（収容定員） 

平

成

27

年

度 

文学部        ５２０人 

教育学部       ２８０人 

法学部        ６２０人 

経済学部       ８４０人 

情報文化学部     ３２０人 

理学部      １，０８０人 

医学部      １，５２０人 

（うち 医師養成に係る分野 ６６２人） 

工学部      ２，９６０人 

農学部        ６８０人 
文学研究科      ２１０人 

            うち 博士課程（前期）   １２０人 

博士課程（後期）    ９０人 

教育発達科学研究科  ２０１人 

            うち 博士課程（前期）   １０８人 

博士課程（後期）    ９３人 

法学研究科      ３３１人 

            うち 博士課程（前期）    ７０人 

博士課程（後期）    ５１人 

専門職学位課程    ２１０人 

経済学研究科     １５４人 

            うち 博士課程（前期）    ８８人 

博士課程（後期）    ６６人 

理学研究科      ５５９人 

            うち 博士課程（前期）   ３４２人 

博士課程（後期）   ２１７人 

医学系研究科     ８４１人 

            うち 修士課程        ５０人 

博士課程（前期）    ９６人 

博士課程（後期）    ５１人 

博士一貫課程     ６４４人 
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平

成

27

年

度 

 

工学研究科    １，４２１人 

            うち 博士課程（前期）   ９９０人 

博士課程（後期）   ４３１人 

生命農学研究科    ４０７人 

            うち 博士課程（前期）   ２７８人 

博士課程（後期）   １２９人 
国際開発研究科    ２２４人 

            うち 博士課程（前期）   １２８人 

博士課程（後期）    ９６人 

多元数理科学研究科  １８４人 

            うち 博士課程（前期）    ９４人 

博士課程（後期）    ９０人 

国際言語文化研究科  １６８人 

            うち 博士課程（前期）    ９６人 

博士課程（後期）    ７２人 

環境学研究科     ４６６人 

            うち 博士課程（前期）   ２７４人 

博士課程（後期）   １９２人 

情報科学研究科    ３５７人 

            うち 博士課程（前期）   ２５２人 

博士課程（後期）   １０５人 

創薬科学研究科     ７４人 

              うち博士課程（前期）     ５４人 

              博士課程（後期）     ２０人 
 

 


